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Public transportations contributes to regional economy more than private cars. The purpose of this study is 
to clarify it quantitatively. The subjects are Kumamoto-Shiden(tram in Kumamoto city) as a public 
transportation, and private cars in Kumamoto city. This study analyzes “return rate” what means 
re-turned percentage of paid for transportation. As a result of the analysis, it was made to clearly that 
Ku-mamoto-Shiden’s “return rate” is about 1.5 times greater than private cars’ one. Therefore, this study 
suggested it quantitatively that public transportations are 1.5 times more contributoly to regional 
econo-my than private cars. 
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１．序論 

わが国では近年，地方部における自家用車への過度な依存と

それに伴う公共交通の衰退により環境汚染や渋滞，学生・高齢

者の移動の困難化など様々な問題が顕在化しており，公共交通

への利用転換が必要とされている．その方策の一つであるモビ

リティ・マネジメントでは，公共交通が自家用車に対して優位

な点を人々に説明しコミュニケーションすることで，自発的な

公共交通への利用転換を図っている． 
公共交通の自家用車に対する優位な点として，環境負荷，維

持費等の負担，健康増進 1),2)といった既知の情報に加えて地域

経済への貢献度が挙げられるが，この観点における定量的に分

析された情報はこれまで無かった．そこで本研究では交通手段

ごとの地域経済への貢献度を定量的に分析し，この点における

公共交通の優位性を明らかにすることで，モビリティ・マネジ

メントの一助となる情報を示すことを目的とする． 
 

２．既往研究のレビュー 

(1) 地域経済への貢献度に関する既往研究のレビュー 
 交通手段ではなく小売店舗の選択における地域経済への貢献

度の差を分析した宮川ら 3)，田中ら 4)の研究がある．これらの

研究では帰着率という指標が用いられており，地元への帰着率

が大きいほうが地元経済に貢献していると言える．これらの研

究では，地元商店の方が大型チェーン店よりも地元への帰着率

が大きいという結果が得られた． 
 
(2) 既往研究の本研究での位置づけ 
 既知の情報に加え，地域経済への貢献度における公共交通の

優位性を定量的に明らかにするべく，指標として(1)で述べた既

往研究より帰着率の考え方を採用し，交通手段に置き換えて本

研究の分析を行う． 

 

 

３．研究内容 

(1) 対象と使用するデータ 
 公共交通，自家用車それぞれについて対象を設定し，各々の

帰着率を分析し比較を行う．公共交通の分析対象は，地方都市

の公共交通として研究の趣旨に合致し，かつデータへの取得可

能性の高い公営交通である熊本市電を設定した．自家用車につ

いては，維持費は JA 共済の情報を参照しつつ，地域性のある

駐車場代については物件情報より熊本市電沿線の月極・賃貸駐

車場の平均価格とした．車両本体価格は価格サイトのコンパク

トカー上位 5 車種の平均価格から 1 年あたりの支出に換算し

た． 
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(2) 分析の流れ 
分析にあたっては，熊本市電，自家用車それぞれにおいて各

種支出の帰着額を算定し，支出種類と帰着先を軸としたクロス

集計を行う． 
熊本市電における支出種類は人件費，経費，その他費用に，

自家用車における支出種類は車両本体価格，自動車税，自動車

重量税，自賠責保険費用，自動車任意保険費用，点検費用，車

検費用，駐車場代，燃料代に分けられる．支出の内訳について

図-1に示す． 
 

 
図-1 交通手段ごとの支出内訳 

 

 
図-2 交通手段ごとの各地域への帰着率 

 
それぞれの支出について設定した帰着率と支出額と掛け合わ

せて帰着額を算定し，その総和を支出総額で除して交通手段ご

との帰着率を算出する．地域区分は熊本市，熊本県，九州地方

とし，いずれにも帰着しなかった残額はその他地方(九州地方を

除く国内および海外)に帰着するものとする． 
 
４．結果と考察 

(1) 結果 
各地域への帰着率を図-2に示す．熊本市への帰着率は，熊本

市電が59.91%，自家用車が35.12%となった．なお，熊本市電

の支出のうち最も比率が高いのは 56.39%を占める人件費であ

り，また自家用車の支出のうち最も比率が高いのは 48.63%を

占める車両本体価格，地元への帰着において最も比率が高いの

は駐車場代であった． 
 
(2) 考察 
公共交通である熊本市電は自家用車よりも地元への帰着率が

約1.5倍大きいことがわかった． 
熊本市電では，支出の半分以上を占める人件費が地元居住者

である職員に支払われることから，地元への帰着率が大きくな

った． 
 自家用車では，支出の半分近くを占める車両本体価格が自動

車メーカーに帰着することから，地元への帰着率が小さくなっ

た．ただし、自動車産業の盛んな地域においては帰着率が大き

くなる可能性がある。また地元への帰着においては駐車場代が

土地所有者に帰着することから比率が高く，この価格は主に地

価によって左右されるため，地価によって自家用車の帰着率は

変化する可能性が考えられる． 
 熊本市電，自家用車いずれにおいても，熊本市を除く熊本県

への帰着率は小さく、特に熊本市電においては0.00%となった。

その理由として，熊本市が県都にして熊本大都市圏の中心市で

あり，帰着先について周辺地域に対して集積力を持っているこ

とが考えられる．よって，集積力を持つ都市の周辺地域では帰

着率が小さくなる可能性が考えられる． 
 
５．結論 

 熊本市においては，公共交通である熊本市電は自家用車より

も約 1.5 倍地域経済の貢献度が大きいことが示唆された．本知

見の妥当性を高めるべく，他地域や他交通手段での分析，また

より精密な分析が求められる． 
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